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中期計画作成要領の構成イメージ(案)について

資料1

<中期計画作成要領>

1. 目的

本要領は、緊急時対応能力の維持•向上の活動に関する基本方針に基づき実施す 

る活動をより効果的に実施する事を助けるために、達成すべき目標を具体的に設 

定し、達成すべき目標に向けた活動の計画を立案、運用するに当たっての考え方と 

方法を示すことを目的とする。

2. 適用範囲

4原災法の訓練、炉規法の訓練、その他事業者自主活動の全てを含めることを明記

3. 定義

4. 中期計画の構成

(1) 現状評価

4現状と指標(あるべき姿)を比較し、そのギナップから課題を特定する。

(2) 目標設定

4特定された課題の優先度を評価し、中期計画の終了年において達成すべき 

目標を具体的に設定する。

(3) 計画立案

4設定した目標を達成するための活動計画を立案する。 

原災法、炉規法、その他全てを含めた活動を記載する。 

この取り組みの中には、能力向hを目的としたものと、能力の検証を目的と 

したものが含まれる。

5. 中期計画の運用

(1) 年度計画の作成

4中期計画に基づき年度毎の計画を作成する。 

計画立案に当たっては、各訓練の狙いや期待する効果を記載する。

(2) 当該の中期計画期間中における計画見直し

=>毎年度の活動実績をレビューし、必要に応じ中期計画の見直しを図る。

(3) 当該の中期計画終了時における次期中期計画への反映

中期計画終了時に、当該の中期計画期間を通した活動実績をレビューし、次 

の中期計画への反映を図る。(指標の見直しも含む)



資料2

現場シーケンス訓練の頻度の考え方と頻度を規定する仕組み(事業者案)について

1. 本資料の目的

現場シーケンス訓練は、設置許可(有効性評価)に基づく制限時間を確認することで、緊急 

時対応能力の成立性の検証を目的に実施する訓練である。再稼働プラントでは、保安規定に基 

づき、現場シーケンス訓練を毎年実施してきた。

これまでの実施結果を見ると、いずれも必要な操作が完了すべき時間内に完了できており、 

緊急時対応能力の成立性確認結果について問題はなかった。

このような状況に鑑み、現場シーケンス訓練を毎年実施することよりも、そのリソースを要 

M個人の活動の更なる習熟のための訓練等に充てることで、組織の緊急時対応能力をより実効 

的に向上させることができると考える。

本資料は、緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり方を検討する中で、現場シーケンス訓 

練の頻度に係る事業者の考え方を整理するとともに、その頻度を規定する仕組みについて提案 

するものである。

2. 現場シーケンス訓練の頻度の考え方について

(1) 緊急時対応能力の向上における現場シーケンス訓練の位置づけ

現場シーケンス訓嫩4成立性廳關I赚の一つであり、他に、個別の手順の制限時間を満足 

して対応できるかを確認する個別手順訓練と、プラント状況に応じて適切な手順選択、指揮 

者との連携ができることを確認する机上訓練があり、これらでも確認した対応を総合的に確 

認する訓練が現場シーケンス訓練となる。

現場シーケンス訓練は緊急時対応能力の向上を主目的にした訓練ではなく、力量維持や力 

量向上を目的とした訓練及び緊急時対応に係る設備や手順の整備によって得られた、組織の 

緊急時対応能力を検証するための訓練である。

(2) 現場シーケンス訓練の頻度

現場シーケンス訓練の頻度は、現状では1年に1回以上と保安規定に明記されている。し 

かしながら、現場シーケンス訓練は能力の検証のための訓練であり、必要な緊急時対応能力 

が維持されていることが確認できる範囲で頻度を下げることは問題なレヽと考える。

(3) 必要な緊急時対応能力が維持できていることの条件

必要な緊急時対応能力が維持できていることをどのように確認するかについては、現場シ 

ーケンス訓練の結果から判断する。

•成、'/:性確認結果に問題がない状態が3年以上i继続したプラントは、頻度を3年に1回に 

下げることを選択してもよい。

•必要な緊急時対応能力の維持が確認できない状態が認められた場合、頻度の見直しを検

討する。



3.現場シーケンス訓練の頻度を規定する仕組み(案)

(1) 炉規法上の位置づけ

実用炉規則及び保安規定の審査基準において、SA時の措置に関する教育及び訓練は「毎 

年一-回以上定期に」と定められている。これらの基準を踏まえ、保安規定審査の中で、現場 

シーケンス訓練等の成立性確認卽赚の実施方法と実施頻度について議論を行い、発電所の保 

安規定において、年1回以上実施する旨が明記されている。

<実用炉細IJ>
設計想定卞象、重大事故等又は大規模抱壊の発生時における発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための活動を行 
う要員に対する教宵及び訓練を定期に(重大事故等又は人規模損壊の発牛時における措岡に関する教育及び訓練にあっ 
ては、それぞれ毎年一回以上定期に)寒極すること(第！条1項二号) 

く現行の保安規定>※大飯発電所の例
(C)現塌劼赚による有効性評価の成立性確您
現場主体、盥要事故シーケンスの類似性および_乍業の類似性の観点から整邱したIおよびnの重要事故シーケンス 
を統合したシーケンスに、m、iv、およびvの重要事故シーケンスのうち現場で実施する個別和偵を加え、運転員(当 

直員)、緊急時対策本部要員、緊急安全対策要員および特_設要Hで構成する班の中から任意の班を対象に年一回以 
上実施する。

しかしながら、これらの基準は事故時に発電用原子炉施設の必要な機能を維持するための 

活動を行う要員に対して教育•訓練することに対して要求しているものであり、現場シーケ 

ンス訓練に対しての頻度を規定したものではないとの認識である。

(2) 変更後の保安規定の記載案

現場主体、(中略)を対象に中期計画で定めた頻度に基づき実施する。

(3) 現場シーケンス訓練の頻度を規定する仕組み(案)

a. 事業者の中期計画

•中期計画の策定時にこれまでの現場シーケンス訓練の実績から頻度を決定する。 

•中期計画中に必要な緊急時対応能力の維持に問題があることが確認された場合には、必要 

に応じて計画(現場シーケンス訓練の頻度含む)を見直す。

.現場シーケンス訓練を実施しない年度においては、現場シーケンス訓練を火施しない代わ 

りに要員個人の活動の更なる習熟のための訓練等に充てることを中期計画の中で計画する。

b. 原子力規制検査
•中期計画のうち、炉規法に基づく訓練に係る事項は原子力規制検査の中で確認いただく。 

•現場シーケンス訓練の頻度が毎年実施でない場合があるようになることを踏まえ、基本検 

査ガイドにおける検査頻度については、見直していただく必要がある。

4.スケジューノレ

① 中期計画作成要領の構成案

② 中期計画作成要領の内容

③ 中期計画作成要領施行

④ 各社、中期計画を策定

2022年11月
2022年12月〜2023年3月
2023年7月@訓練報告会

2023年7月以降
※保安規定の変更申請やガイドの改正については、別途調整させていただきたい。

以上


